
 

  

 指標利率（％）の推移
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制度の前提値2.5％

退職一時金（40%）

厚生年金基金（60%）

確定拠出年金（20%）

退職一時金（20%）

確定給付企業年金

（60%）

変動部分
（80%）

世
界
的
金
融
危
機
で
株
価
が

急
落
し
て
、
職
場
で
は
退
職
金

や
企
業
年
金
の
目
減
り
を
心
配

す
る
声
が
で
て
い
ま
す
。
大
和

総
研
の
試
算
で
は
、
従
業
員
の

た
め
に
設
け
て
い
る
企
業
年
金

の
２
０
０
７
年
度
の
運
用
で
、

日
立
を
含
め
た
主
要
企
業
約
３

０
０
社
の
損
失
額
が
計
５
兆
９

０
０
０
億
円
に
な
っ
た
と
の
こ

と
で
す
。

日
立
は
、
２
０
０
３
年
に
退

職
金
・
年
金
制
度
へ
の
企
業
負

担
を
軽
減
す
る
目
的
で
「
改
定
」

を
行
い
ま
し
た
。
退
職
金
に
つ

い
て
は
、
「
成
果
・
貢
献
に
見

合
っ
た
退
職
給
付
」
の
名
目
で

退
職
金
支
給
カ
ー
ブ
の
見
直
し

と
算
定
基
礎
の
ポ
イ
ン
ト
制
化
、

さ
ら
に
確
定
拠
出
年
金
制
度

（
日
本
版
４
０
１
ｋ
）
を
導
入

し
ま
し
た
。
ま
た
、
企
業
年
金

に
つ
い
て
は
、
「
厚
生
年
金
基

金
の
財
政
悪
化
」
を
理
由
に
、

確
定
給
付
企
業
年
金
制
度
へ
移

行
し
キ
ャ
ッ
シ
ュ
バ
ラ
ン
ス
プ

ラ
ン
を
導
入
し
ま
し
た
。

確
定
拠
出
年
金
制
度
は
、
加

入
者
一
人
ず
つ
に
専
用
の
口
座

を
つ
く
り
、
企
業
が
毎
月
決
ま
っ

た
額
（
ポ
イ
ン
ト
）
の
掛
け
金

を
払
い
込
み
ま
す
。
そ
の
掛
け

金
を
、
加
入
者
が
自
分
で
選
ん

だ
株
式
や
債
券
な
ど
に
投
資
し

て
運
用
す
る
も
の
で
す
。
ィ
日

立
は
、
退
職
一
時
金
の
２
分
の

１
（
水
準
イ
メ
ー
ジ
で
４
０
０

万
円
程
度
）
を
確
定
拠
出
年
金

移
行
し
ま
し
た
。
こ
の
退
職
金

が
い
く
ら
に
な
る
か
は
加
入
者

の
運
用
結
果
次
第
で
、
失
敗
す

る
と
、
受
け
取
る
年
金
額
は
減
っ

て
し
ま
い
ま
す
。
株
価
下
落
は

年
金
資
金
を
減
ら
す
こ
と
に
な

り
ま
す
。

キ
ャ
ッ
シ
ュ
バ
ラ
ン
ス
プ
ラ

ン
は
、
毎
月
の
企
業
年
金
給
与

ポ
イ
ン
ト
に
一
定
割
合
を
乗
じ

た
額
と
指
標
利
率
（
変
動
利
率
）

に
よ
る
利
息
額
の
累
積
額
に
基

づ
い
て
、
年
金
額
を
算
定
す
る

も
の
で
す
。
制
度
導
入
の
前
提

は
、
指
標
利
率
が
２
・
５
％
以

上
で
継
続
す
る
こ
と
で
し
た
が
、

低
金
利
の
下
で
実
績
は
大
き
く

下
回
っ
て
い
ま
す
。
「
新
制
度

で
は
現
行
と
比
べ
、
指
標
利
率

の
最
低
保
障
（
１
・
５
％
）
で

は
、
総
額
３
３
０
万
円
も
の
減

額
と
な
る
」
と
の
指
摘
（
日
立

懇
全
社
ビ
ラ
２
０
０
３
年
４
月

号
）
も
あ
り
ま
し
た
が
、
そ
れ

が
現
実
に
な
り
つ
つ
あ
り
ま
す
。

老
後
の
生
活
を
保
障
す
べ
き

退
職
金
・
企
業
年
金
の
８
割
が

経
済
動
向
な
ど
に
左
右
さ
れ
る

の
で
は
安
心
で
き
ま
せ
ん
。

か
つ
て
年
金
は
安
全
性
の
高

い
資
産
に
重
点
投
資
す
る
規
制

が
あ
り
ま
し
た
が
、
１
９
９
７

年
12
月
に
撤
廃
さ
れ
て
市
場
運

用
の
割
合
を
年
々
高
め
て
き
ま

し
た
。
年
金
が
退
職
金
や
年
金

資
産
の
運
用
に
つ
い
て
は
収
益

性
よ
り
も
安
全
・
安
定
性
を
重

視
し
た
運
用
へ
の
切
り
替
え
を

図
り
、
財
政

の
安
定
化
を

図
る
こ
と
が

必
要
で
す
。
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